
第 2章

アジアに対するロシアの戦略的アプローチ

兵頭　慎治

ロシアは、2012年 9月にウラジオストックで開催されるアジア太平洋経済協力会議

（APEC）サミットを通じて、同地域への経済統合や資源輸出の強化などを通じてア

ジア地域を重視する姿勢を示している。他方、外交・軍事面においては、多極世界

が到来しつつあるとの認識の下、台頭する中国にロシアがどのように向き合うかが焦

点となっている。このように、ロシアは、実利的にも戦略的にもアジア・シフトへ傾き

つつあると考えられることから、本研究では、アジアに対するロシアの戦略的アプロー

チについて、主として外交・安全保障面から考察することを目的とする。

2.1　ロシアの戦略環境認識

現在のロシアがどのような戦略環境認識を有しているのかについて、一連の国家

戦略文書の内容から確認しておきたい。ロシアの外交・安全保障政策の基盤となる

のが、2009年 5月に改定された「2020年までのロシア連邦の国家安全保障戦略 

（以下、安保戦略）」と呼ばれる戦略文書である。この文書は、広義の国家安全保障

問題に関してロシアの公式見解を体系化したものであり、軍事のみならず、経済、社会、

技術、環境、保健、教育、文化など全ての政策領域を包含した最高位の戦略文書に

あたる。これに基づいて、外交分野では「ロシア連邦対外政策概念」、軍事分野では 

「ロシア連邦軍事ドクトリン」など、個別の政策文書が作成されている。1997年に策

定された「国家安全保障概念」が、名称を含めて 12年ぶりに大きく改訂されたこと

になる1。

「安保戦略」の冒頭部において、ロシアは 20世紀末の政治的、社会的、経済的

な危機を克服して、形成されつつある多極的な国際関係における重要な主体として競

争力の強化と国益追求のための能力を回復したと述べられ、また「経済的成長と政治
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的影響力の新しい中心地が勢力を増した結果、本質的に新しい地政学的状況が生起

しつつある」と明記されている 2。さらには、2009年 11月12日の年次教書演説に

おいても、メドヴェージェフ大統領は、世界がすでに多極化していると認識しており、

そのさらなる発展を歓迎する旨発言した。このように、米国の絶対的な影響力が減退

し、中国やインドなどの新興国が台頭してきたことにより、すでに多極世界が到来し

ているというのがロシアの基本的な戦略環境認識である 3。「安保戦略」においては、

ロシアの国家安全保障の戦略的目標として、中長期的にロシアが国内総生産（GDP）

の総額において、2020年までに上位 5カ国に加わることが掲げられている 4。ロシア

が考える多極世界とは、米国、中国、インド、欧州、そしてロシアから構成される。「安

保戦略」に規定されたロシアの国益の1つとして、多極世界の状況下において戦略的

安定と互恵的パートナー関係の維持に向けた活動を行う世界的な大国にロシアを変貌

させること、国際社会においてロシアの影響力を強化する方針としてブロック対立か

ら多元的外交への転換、資源能力を実利的に利用した政策を掲げている5。以上から、

ロシアの国家安全保障上の課題は、多極世界においてロシアが一極になることである

と言える。

さらに「安保戦略」においては、G8（主要 8カ国）、G20（主要 20カ国）、RIC 

（ロシア、インド、中国）、BRICs（ブラジル、ロシア、インド、中国）のような多国間

の連携を強化していく意向が示されている 6。このことは、2010年 11月30日にメド

ヴェージェフ大統領が行った年次教書演説の中でも確認され、アジア太平洋地域の

経済圏にロシアが統合されるためにAPECなどを活用していくことが言及されている。

ロシアは、2012年にロシア極東地域のウラジオストクにてAPECサミットを主催する

が、上記観点からロシアにとって重要な国際行事であると位置づけられている。

次に、2010年 2月に 10年ぶりに改訂された新「軍事ドクトリン」において、ロシ

アが抱く脅威認識がどのように変化しているのかについて確認しておきたい。まず、脅

威認識の前提条件となるロシアの戦略環境認識は、以下のように記されている。

「現段階における世界の進展は、イデオロギー対立が弱まり、一部の国（国家群）

やその同盟の経済的・政治的・軍事的影響力が低下し、優位を目指す他の諸国の影

響力が増大し、様々な形態の多極化およびグローバル化によって特徴付けられる。」 

（第 7項）
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この表現から、米国の単独行動主義が低下し、BRICsなど新興国の影響力が増

大する多極世界が到来しているというのが、ロシアの基本的な戦略環境認識である。

当然のことながら、これは「安保戦略」で提示された戦略環境認識と同一である。

2.2　アジア外交の基調

次に、ロシアのアジア外交の基調について確認しておきたい。2008年 7月12日に

ロシアの対外政策の指針を示す「対外政策概念」が 8年ぶりに改定されたが、新文

書においてはロシア外交の優先順位に変化がないことが確認された 7。ロシア外交の

最優先地域は地政学的に重要な独立国家共同体（CIS）であり、2番目が最大の貿

易相手である欧州地域、そして安全保障面で最大の考慮要因となっている米国と続

く。アジア地域の優先順位はその後となるが、その中でもロシアが重視するのは中国

とインドであり、その後にようやく日本に関する記述が登場する。ロシア外交における

アジア地域の優先順位はそもそも低いが、欧米諸国との外交関係が安定化している

という政治的な理由に加えて、経済成長を維持するためにはアジア地域に資源を輸出

する必要があるという経済的理由により、ロシア外交がアジアにシフトしつつあると考

えられる。

ロシアのアジア・シフトの背景には、オバマ政権に移行して、米国の単独行動主義

が後退するとともに、新たな極として中国の存在感が高まっていることと関係している。

つまり、戦略的な関心が欧米からアジアへシフトしているのである。そのことは、最近、

ロシアが、欧州のみならず、アジア地域においても多国間の枠組みの創設を繰り返し

主張していることからも確認される。ロシアは、六者会合や上海協力機構（SCO）の

枠組みなどを重視しているが、2011年からは米国とともに東アジア首脳会議（EAS）

に正式参加した。ロシアの東アジア外交は、二国間関係のみならず、多国間関係に

も広がりを見せつつある。2012年 9月にウラジオストクで主催するAPECサミットや

2011年から米国とともに正式参加した EASなどを通じて、ロシアはアジア地域にお

ける自らの影響力の拡大に努めていくであろう。

ロシアのアジア外交に関しては、戦略的なパートナーシップである中国、歴史的

な友好国であるインドの優先順位に変化は見られないが、その他の国については順
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位に変動が見られる。例えば、2008年に公表された「対外政策概念」では、中

国、インドの後に日本が言及され、朝鮮半島に対する言及は東南アジアに次ぐもので 

あった 8。しかし、2010年 11月30日にメドヴェージェフ大統領が行った年次教書演

説においては、中国、インド、韓国、シンガポール、日本の順番に言及がなされ、日

本の優先順位が下がるとともに、経済面など実利的な関係が強化されている韓国やシ

ンガポールの位置が上昇した 9。近年、特にロシアと韓国との実利的な関係の強化は

目覚しく、これがロシアの朝鮮半島政策に大きな影響を与えていると考えられる。こ

のように、ロシアのアジア外交に関して総括すれば、戦略面では中国、インド、実利

面では韓国、東南アジア地域を重視する姿勢が鮮明になりつつあると言える。

2.3　主要国に対するアプローチ

中国

次に、主要国に対するロシアの外交政策の特徴について考えてみたい。ロシアがア

ジアの中で最も重視しているのが、戦略的なパートナーと位置付けられている中国と

の関係である。現在の中露関係は、公式的には「歴史的な最高水準」と説明されるが、

実際には国境の最終画定が合意され、合同軍事演習が開始された 2005年前後が協

調関係のピークであったと考えられる。実利面では、中国への武器輸出が落ち込み、

資源の輸出価格を巡って対立が続いているほか、戦略面でも、対米牽制の観点から

戦略的に協調するというモチベーションは両国ともに希薄化している。むしろ、多極

世界の一翼を担う隣国中国に対して、ロシアがどのように向き合うかが安全保障上の

重要課題となっている。

最近のロシア軍の動向や軍近代化の動きを観察すると、「中国ファクター」が増大し

ているものと考えられる。例えば、2010年末に新設された東部軍管区は旧「極東軍

管区」から管轄する領域を拡大し、中露東部国境全体を同軍管区が一元的に管理す

る態勢となった。また、北極の海氷溶解により北方航路が誕生することから、ロシア

は将来的な中国の北方海洋進出を懸念していると考えられる。2008年 10月にソブレ

メンヌイ級駆逐艦など中国艦船 4隻が津軽海峡を通過して、日本海から太平洋に初

めて抜ける出来事があったが 10、ロシアはこれに衝撃を受けたとされる11。将来的に
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中国艦船が宗谷海峡を通過して、ロシアの「内海」であるオホーツク海に及ぶことを

ロシアは危惧しているとみられる。2011年 9月 2日から開始されたオホーツク海にお

ける大規模軍事演習は、中国の将来的な軍事動向を視野に入れた可能性がある。さ

らに、後述するように、フランスから導入するミストラル級強襲揚陸艦の極東配備や

北方領土における軍備増強なども、対中牽制の要因が含まれると考えるのが自然であ

ろう。表面的には中露の蜜月が政治的に演出されているが、ロシアから中国への武器

輸出の落ち込み、エネルギー価格をめぐる中露間の確執や 2011年夏に予定されてい

た中露合同軍事演習「平和の使命」の先送りなど、中露戦略的パートナーシップの内

実は複雑化している12。

このように、中露関係は必ずしも協調要因のみが存在するわけではなく、内実はか

なり複雑であることが、ロシア側からの分析からも明らかである。また、中国の専門

家からも、程度の差はあれ、中露関係に関して同じような見方が示されている。以上

から、多極世界の追求という観点から中国やインドと戦略的に連携していくというロシ

アの姿勢に変化が見られつつあると言えるだろう。

朝鮮半島

ロシアにとっての朝鮮半島は戦略的に二義的な存在に過ぎない。「対外政策概念」

で確認されるように、ロシア外交全体の優先順位においても、朝鮮半島の位置付け

は高くないと言える。ロシアは安全保障面で朝鮮半島をどのように位置付けているの

であろうか。まず、ソ連時代に比べて露朝間の軍事的な利害関係は希薄となっている。

ロシアと北朝鮮は 2000年に「露朝友好善隣協力条約」を改訂し、旧条約に存在し

た有事における自動軍事介入条項を削除して、ロシアは北朝鮮に対する無条件の軍事

支援をとり止めている。また、2008年 7月に策定された「ロシア連邦対外政策概念」

において、朝鮮半島は「緊張と紛争の発生源」であり、「大量破壊兵器拡散の危険

性が高まっている」と記されており、北朝鮮が 1993年に核不拡散条約（NPT）から

の脱退を宣言した際には、ロシアは米韓と歩調を合わせて国際原子力機関（IAEA）

の査察受け入れを北朝鮮に強く求めたこともあるが、北朝鮮の核保有それ自体は強

大な核戦力を有するロシアの安全保障にとって直接的な脅威でない。ミサイルや核問

題に関しては、ロシアの安全保障にとって大きな脅威ではないが、むしろ北朝鮮が崩
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壊して核管理が失われる方が脅威であるとの指摘もある。

中国が懸念するような北朝鮮の体制崩壊に関しても、ロシアにおいてはそれ程深刻

には受け止められていない。ロシアと北朝鮮が接する国境線はわずか約 17 kmと中朝

国境に比べて短く、仮に北朝鮮が体制崩壊しても難民流入などのロシアに及ぶ被害は

限定的である。しかも、2003年以降、ロシア軍や国境警備隊などにより、北朝鮮か

らの難民流入を想定した軍事演習が繰り返されているほか、イスラム過激勢力の流入

を阻止する観点から最近では全般的に国境管理体制が強化されている。また、2010

年 6月から7月にかけて、ロシア極東地域全体で「ヴォストーク 2010」と称する史上

最大規模の軍事演習が行われたが、この際にロシアと北朝鮮の国境付近のハサン地

区において海上からの上陸作戦が行われた。これは、北朝鮮からの難民流入を想定

した演習であると思われ、地上のみならず洋上においても北朝鮮との国境管理態勢

は高まる傾向にある。

さらに、北朝鮮に対するロシアの安全保障上の関心が限定的である理由には、米

国の要因もある。それは、中東やアフガニスタンに比べて、朝鮮半島に対する米国の

関心が限定的であることによる。北朝鮮に対する米国の対外姿勢は、外交を通じた

問題の解決を一義的に追求しているため、イラクのように米国が国連を無視した形で

朝鮮半島に軍事介入する可能性は小さいとロシアは認識している。ロシア外交の優先

順位は、米国の安全保障上の関心地域と比例している部分が多く、核開発問題に関

しては北朝鮮よりもイランの問題をロシアは重視している。そのため、国連の場にお

いて、北朝鮮の核開発疑惑に対する制裁の動きと、ロシアにとってより利害関係の強

いイランに対する制裁行動の動きが連動しないよう、ロシアはイラン問題に積極的に

関与してきた経緯がある。

他方、ロシアの中国離れの動きは、北朝鮮問題をめぐる中露間の政治的なスタンス

の違いにも表れつつある。従来、北朝鮮問題に対するロシアの基本姿勢は、中国と

同様に北朝鮮の立場を擁護するというものであったが、中露関係の変化により、ロシ

アは朝鮮半島政策において独自路線を模索するようになってきている。例えば、2010

年 3月下旬に発生した韓国哨戒艦沈没事件を受けて、朝鮮半島における緊張の高ま

りを懸念するロシアは軍事専門家を韓国に派遣して独自の調査を行った。また、中国

は、同事件を巡る国連安保理の議長声明において北朝鮮を直接非難する表現を盛り
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込むことに反対したが、ラヴロフ外相は、同年 12月13日に訪露した北朝鮮の朴宜

春外相に対して、延坪島砲撃事件、新たなウラン濃縮施設、核・ミサイル開発の停

止を求める国連安保理決議違反を非難する動きを見せた。ロシアが、公式な場で北

朝鮮の政府幹部を直接非難するのは初めての出来事であった。その後、国連安保理

常任理事国でもあるロシアは、安保理緊急会合の開催を要請して、南北間の緊張緩

和を求める動きも見せるなど、中国とは異なる対応を見せた。

さらに、2011年にはロシアと北朝鮮両国が急接近する動きがみられた。まず、5月

にフラトコフ対外情報庁（SVR）長官が平壌で金総書記と会談したほか、6月にはガ

スプロムのミレル社長が北朝鮮の金英才駐ロ大使とモスクワで会談し、北朝鮮を経由

してロシアと韓国を結ぶ天然ガス・パイプライン敷設問題について協議した 13。さらに、

8月 24日には、金正日国防委員会委員長が専用列車で訪露し、東シベリアのウラン

ウデ近郊の軍事施設で、メドヴェージェフ大統領との間で 9年ぶりの露朝首脳会談が

実施された。首脳会談においては、政治問題に関して、金総書記は六者会合に前提

条件をつけずに復帰すると改めて表明するとともに、問題解決に向けてミサイルと核

兵器の実験と生産を凍結する用意があると発言した。

経済協力では、ロシアから北朝鮮を経由して韓国に至る天然ガス・パイプラインの

構想を実現させることで一致し、露朝両国のガス会社で共同委員会を作り、韓国ガス

公社とも協議しながら具体化を進めることで合意した。また、首脳会談とほぼ同時期

にシデンコ東部軍管区司令官が平壌入りして、2012年から捜索・救助訓練を実施す

ることで合意し、北朝鮮の艦艇がウラジオストクを親善訪問するなど、露朝間の軍事

協力を再開させる見通しである。さらに、北朝鮮の対露累積債務は計約 110億ドル

にまで膨らんでいるが、ロシアはその負債を 9割削減し、残る1割を北朝鮮での共

同事業に充てる方針で協議が進められているとロシア全国紙「イズヴェスチヤ」が報

じた 14。こうした露朝接近の動きは、中国への依存度を低下させたいとする北朝鮮が

ロシアにアプローチし、独自の朝鮮半島政策を模索するロシアがそれに呼応したもの

と考えられ、その背景には「中国ファクター」が存在するものと考えられる。このよう 

に、中露関係の変化は、ロシアの朝鮮半島政策にも少なからぬ影響を与えていること

が確認される。



26　隣国からの視点 ― 日本とスウェーデンから見たロシアの安全保障

日本

日露関係については、2010年 11月のメドヴェージェフ大統領による国後島訪問以

降、北方領土問題を中心とした政治的関係は冷え込んでいる。閣僚らによる現地視

察も繰り返されているほか、北方領土に駐留するロシア軍の近代化計画も策定され、

軍事面においても北方領土の実効支配強化の動きがみられた。また、北方領土防衛

を名目としたミストラル級強襲揚陸艦の極東配備や、東日本大震災直後に一時的に停

止されたロシア機による領空接近の再開など、日本周辺におけるロシア軍の動きは活

発化している。さらに、2011年 9月には兵員一万人以上、艦艇 50隻以上、航空機

50機以上が参加する大規模な軍事演習が、オホーツク海を舞台に実施された 15。演

習の一環として、2011年 9月 8日、核兵器搭載可能な Tu-95戦略爆撃機 2機が日

本領空への異例の近接飛行を行い、航空自衛隊機が数度にわたり緊急発進（スクラ

ンブル）して対応した 16。さらに、9日および 10日には、オホーツク海の演習場所に

向かうため、ロシア海軍艦艇 24隻が一斉に宗谷海峡を通過したが、これだけ多数

の艦船が一度に同海峡を航行するのは最近では異例であった 17。

オホーツク演習は、昨年ロシアが制定した「第二次大戦終結の日」の 9月 2日に開

始されたことから 18、日本周辺で活発化するロシア軍の動きは、第二次大戦時の敵国

であり、しかも領土問題を抱える日本を念頭に置いているという政治的なレトリックが

用いられている。しかしながら、軍事的な動きの多くは、「対日」だけでは説明でき

ない部分が存在する。例えば、オホーツク海演習に参加したミサイル巡洋艦「ワリャー

グ」は、同演習終了後に舞鶴に寄港して海上自衛隊との間で定例の救難・捜索訓練

を行った。その後、グアム沖で米海軍と共同演習を実施し、カナダを親善訪問した後、

母港のウラジオストクに帰港した 19。こうした日米との連続演習は、ロシア側からの働

き掛けによるものである 20。また、かつての「軍事ドクトリン」では、「外国からの領

土要求」は「ロシアにとっての軍事的脅威」と規定されていたが、新しく改訂された

文書では「軍事的危険」に脅威認識が格下げされている。それにも拘わらず、2010

年 11月のメドヴェージェフ大統領による北方領土訪問など、ロシアが日本に対して強

硬な姿勢を取り続ける背景には、2012年 3月に予定された大統領選挙の影響がある

と考えられる。2008年の選挙戦においても、現政権側は欧米諸国との対立点を全面

に押し出して、ロシアには強い指導者が必要であることを国民にアピールした。しかし、
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米ロ関係はリセットされ、経済近代化のための欧米協調が進んだことにより、強硬姿

勢の矛先が日本に向けられることとなった。

2011年 11月11日にホノルルで開かれた APECサミットの際に実施された日露外

相会談では、ラヴロフ外相から、最近のロシアの軍事演習は日本を刺激する意図は

なく、誤解を生まないためにも防衛当局間の緊密な関係を構築したいとの発言があっ

た 21。また、翌 12日の日露首脳会談においては、メドヴェージェフ大統領から、日

本との間で安全保障分野における協力を強化したいとの指摘があった 22。ロシアは、

日米露三カ国による安全保障対話を提唱しており、既に開始されている有識者による

「安全保障に関する日米露三極会合」を将来的に政府間レベルに引き上げたい意向だ。

ロシアが安全保障面において日米との連携を求める背景には、「中国ファクター」があ

ると考えられる。ロシアの安全保障専門家の間では、中国の影響力に対抗するため

に日露、あるいは日米露が連携すべきであるとする論調も見受けられる 23。2012年

3月の大統領選挙においてプーチン政権が復活したが、ロシアの対日姿勢が穏健化し

たとしても、北方領土問題の進展は期待されないであろう。

2.4　結論

ロシアは 2011年から米国とともに EASに正式参加することとなったが、東南アジ

ア諸国などの既参加国が米露の同時参加を容認した背景には、中国の突出した影響

力を低減させる狙いがあったと考えられる。ロシアの東アジア外交の基軸は、ロシア

が戦略的に重視する中国との戦略的協調関係の維持である。他方、東アジアの主要

国がロシアに期待する役割は、中国に対するバランサーである。EASサミット11月

にインドネシアのバリ島で開かれ、南シナ海における海洋安全保障問題などが議題と

なった。ロシアがメドヴェージェフ大統領の参加を見送ったことから、南シナ海問題

において孤立感を深める中国に対して政治的な配慮を行ったのではないかとの見方も

ある。実は、対中協調か、それとも対中バランサーかという点において、ロシアの東

アジア外交には矛盾と限界が存在すると言えよう。

以上の考察から、外交面から見たアジア・太平洋地域の位置付けは、欧米地域と

比較した場合、外交の優先順位は高くないが、欧米地域との関係が安定化している
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こと、台頭する中国にロシア自身が向き合う必要があることから、ロシア外交の関心

がアジア・太平洋地域に集中しつつあると言える。また、ロシアは中国との戦略協調

を掲げるものの、対中不信も増大しており、内実は複雑化した中露関係が他のアジア

諸国との関係に影響を与えるとともに、多国間枠組みを通じたマルチ外交をロシアが

アジア・太平洋地域においても希求する要因になるだろう。
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